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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　ワタミグループは「地球上で一番たくさんのありがとうを集めるグループになろう」をスローガンとして、ステークホルダーの皆さまから感謝される

ような存在になることを目指しております。

　社会に信頼される企業であり続けるため、株主の皆様の権利を尊重し、経営の公平性・透明性を確保するとともに、取締役会を中心とした自己

規律のもと、株主の皆様に対する受託者責任・説明責任を十分に果たしてまいります。同時に、経営ビジョンを具現化するため、コーポレート・ガバ
ナンスを経営上の重要課題と位置付け、的確かつ迅速な意思決定・業務執行体制並びに適正な監督・監視体制の構築を図るとともに、多様な

視点、長期的な視点に基づいたコーポレート・ガバナンス体制を構築することを基本姿勢としております。

　また、商品・サービスの提供を通じて、株主・顧客・従業員・取引先・社会に対する価値創造を行うことにより企業価値を向上させてまいります。そ

の実現のために、時代の変化に対応した事業展開、積極的なイノベーションを進めるとともに、上場企業として中長期的かつ安定的に経済的価値

を生み出すことの両面を高い水準で維持・向上させる最良のコーポレート・ガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り組んでまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-4】

　当社は、現状、議決権の行使状況と費用対効果を総合的に勘案して、議決権の電子行使制度並びに招集通知の英訳対応は実施しておりませ
ん。今後につきましては、議決権の行使状況、機関投資家、海外投資家の比率などの動向をみて、必要と判断した場合には実施してまいります。

【補充原則4-8-2】

　当社は、取締役7名のうち、2名が独立社外取締役であり、「筆頭独立社外取締役」は指名しておりません。しかしながら、監査等委員会設置会社
への移行に伴い、常勤監査等委員が選任され、経営陣との連絡・調整や監査等委員又は監査等委員会との連携が可能な体制が整備されており
ます。

【補充原則4-10-1】

　当社は、独立社外取締役が取締役会の過半数に達しておりませんが、監査等委員会設置会社への移行により、監査等委員である取締役に、経
営陣幹部・取締役の指名・報酬に関する意見陳述権が付与されております。同権利の適切な運用を通じて、経営陣幹部・取締役の指名・報酬など
に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化していきたいと考えております。あわせて、独立した諮問委員会の設置も検討課題と
いたします。

【原則5-2】（経営戦略や経営計画の策定・公表）

　当社は、収益構造の改革が、なお必要な状況にあり、事業ポートフォリオの再構築途上にあることから、経営計画の公表を行っておりません。現
状の経営課題を改めて精査し、経営資源の最適配分の方向性を定め、収益計画・資本政策の基本方針とともに新中期経営計画を策定します。
2019年6月までに新中期経営計画を公表し、株主・投資家への説明の機会を設定します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】（政策保有株式）

　政策保有株式につきましては、毎期、保有の是非を検討し、企業価値の向上につながらないものについては株価の動向をみながら売却を進め
ます。議決権につきましては、発行会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上につながるかどうかを判断基準として、適切に行使します。

【原則1-7】（関連当事者間の取引）

　取締役が子会社等（完全子会社を除く）の社長等を兼務し、取引の相手方となって当社と取引をする場合など、取締役の競業取引や利益相反取
引については、取引内容を示して取締役会の承認を受けております。

　また、主要株主との取引については、会社や株主共同の利益を害することのないよう、一般的取引と同様に、担当取締役等の事前の確認及び

必要に応じて取締役会に付議するなど、会社に不利益とならない体制を整えております。

【原則2-6】（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

　当社は、当社が参加している外食産業ジェフ厚生年金基金に対して、当社の管理部門の職員を当該基金の代議員として運営に関与させ、運用
状況の確認・モニタリングを行い、必要に応じて意見を具申することとしています。

【原則3-1】（情報開示の充実）

(ⅰ)当社は、すべてのステークホルダーから正しく理解され、信頼される企業になるため、法令や規則、当社のIRポリシーに従って情報開示を行い

ます。法令や規則に該当しない事柄であっても、投資判断に影響を与える情報については積極的かつ継続的に開示を行います。

　以下につき当社ホームページに掲載しております。

1)経営理念　　　　　　　　　https://www.watami.co.jp/corporate/idea/

2)環境貢献　　　　　　　　　https://www.watami.co.jp/csr/environment/

3)社会貢献　　　　　　　　　https://www.watami.co.jp/csr/social/

4)安全・安心　　　　　　　　 https://www.watami.co.jp/csr/safety/



5)CSR報告書　　　　　　　　https://www.watami.co.jp/csr/report/

6)社会貢献団体への支援 https://www.watami.co.jp/friendship_square/assist/

7)IR情報　　　　　　　　　　　https://www.watami.co.jp/ir/

(ⅱ)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書の「１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

(ⅲ)当社は、取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するにあたって、取締役・執行役員報酬に関する内規に基づき、その職務内容等を考
慮したうえで、代表取締役が起案し、取締役会で決議を行っております。取締役・執行役員報酬に関する内規は、他社水準を踏まえ、優秀な経営
人材を確保し、上場企業として持続的な発展に資することを目的とし、必要に応じて更新を行います。

(ⅳ)当社は、取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うにあたって、その知識、経験及び実績が職務を遂行するにふさわしいか
どうかを判断したうえで代表取締役が起案し、取締役会で決議を行っております。今後、社外取締役や外部有識者の意見を踏まえて、より透明性
の高い手続きを実施できるよう体制整備を進めます。

(ⅴ)当社は、執行役員以上の経営陣幹部の選解任及び取締役候補の指名を行うにあたっては、対象者の職務履歴、選解任理由など、その概要
について公表いたします。

【補充原則4-1-1】

　取締役会は、法令により取締役会の専決とされる事項及び社則に定める重要な業務執行を決定しております。

【原則4-9】（独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

　独立社外取締役は、取締役会より独立した立場から大局的に判断し、新しい価値の創造を起こす役割を担っていると考えます。その上で、客観

的かつ長期的な展望で、重要な経営方針・戦略の策定及び決定、業務遂行の監督を行うために、多様な経歴・経験・属性をもつ精神的にも経済

的にも独立した社外取締役を指名してまいります。独立社外取締役の指名にあたっては、東京証券取引所が定める独立性基準に基づき指名して

まいります。

【補充原則4-11-1】

　当社取締役会の構成員は、当社の事業規模を勘案し、定款において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は10名以内、監査等委員であ
る取締役は5名以内と定めており、現在は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名、監査等委員である取締役3名の計7名であります。社
内取締役4名は、能力、知識及びこれまでの職務経験を通じて的確な経営判断を下せる者を選任しております。社外取締役については高い識見、
豊富な経験及び各人の資質の多様性の観点から選任しております。

　また、取締役会構成員7名のうち、独立社外取締役が2名であり、取締役会において独立した中立的な立場からの意見を踏まえた議論が可能と
なっております。

【補充原則4-11-2】

　株主総会の事業報告書、参考書類、有価証券報告書等の開示書類にて開示しております。

https://www.watami.co.jp/ir/

【補充原則4-11-3】

　コーポレート・ガバナンス・コードの制定を受けて、当社として取り組むべき事項についてこれらの実践のため、当社が具体的に取り組むべきこと
を明確にし、株主の皆様への説明責任を果たすため、「コーポレート・ガバナンス・ガイドライン」を改定し、当社ホームページに開示しております。

　また、平成30年3月に、取締役・監査役全員による取締役会の実効性の評価を実施いたしました。アンケートによる評価結果の分析を行うととも
に、課題の洗い出しを実施し改善に取り組んでおり、その結果の概要について当社ホームページに開示しております。

https://www.watami.co.jp/corporate/governance/

【補充原則4-14-2】

　当社は、取締役に対して、それぞれの役割や責務を果たすうえで必要となるトレーニングの機会を継続して提供します。各取締役には、各種セミ
ナー・研修への参加を通じて、経営に有用な情報の入手・スキル向上を推奨し、その費用支援を行っております。

【原則5-1】（株主との建設的な対話に関する方針）

　当社は会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する率直な意見をいただくため、以下のとおり、株主との建設的な対話を促進す
る体制整備・取り組みを行います。

1)経営企画本部管掌取締役をトップとし、株主との対話を補助する関係部署を統括し、情報の一元化による連携強化を図ります。

2)代表取締役が自ら説明を行う年2回の決算説明会や、個人株主への経営説明会の開催により、株主・投資家との対話の機会を定期的に設定
し、経営陣幹部も基本的に全員参加することで、経営改善に直接つなげていきます。

3)電話やメール等で寄せられた株主からの意見や質問については、広報部で対応します。そのうえで適宜、取締役及び経営幹部の間で情報共有
を図り経営改善に努めます。

4)インサイダー情報の管理は内部情報管理規程に基づき、未公表の重要事実が外部に漏洩しないよう情報管理の徹底に努めます。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

有限会社アレーテー 10,462,325 26.76

サントリー酒類株式会社 3,341,100 8.54

アサヒビール株式会社 1,780,000 4.55

株式会社神明 1,750,000 4.47

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS ACCOUNT ESCROW 802,539 2.05



株式会社横浜銀行 645,405 1.65

ワタミ従業員持株会 603,404 1.54

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 513,300 1.31

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 444,700 1.13

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 440,000 1.12

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高
100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

千葉　徹 他の会社の出身者 △

中堤　康之 他の会社の出身者 ○

金田　勇 公認会計士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

千葉　徹 ○ 　

千葉徹氏は、過去に、当社の取引先であ
る株式会社横浜銀行の業務執行者として
勤務しておりました。なお、当社は、株式
会社横浜銀行との間に資金借入等の取
引関係があります。

千葉徹氏は、銀行において長年企業金融業務
を担当した経歴があり、財務及び会計に関する
相当程度の知見を有しております。

平成28年6月からは常勤監査役として当社経
営に関与しており、監査等委員としての立場か
ら引き続き当社の経営に参画いただくことで、
当社の経営の健全性確保に貢献されることを
期待し、同氏を監査等委員である社外取締役
に選任いたしました。



中堤　康之 ○ ○ ―――

中堤康之氏は、会社経営に関する豊富な経験
や知見をもとに、取締役会で積極的にご発言い
ただき、社外取締役として業務執行に対する監
督等適切な役割を果たしていただいておりま
す。

平成28年6月からは社外取締役として当社経
営に関与しており、監査等委員としての立場か
ら引き続き当社の経営に参画いただくことで、
当社の経営の健全性確保に貢献されることを
期待し、同氏を監査等委員である社外取締役
に選任いたしました。

同氏と当社との間には特別な利害関係はない
ため、一般株主と利益相反が生ずることはない
と判断し、独立役員として指定いたしました。

金田　勇 ○ ○ ―――

金田勇氏は、過去に直接企業経営に携わった
経験はありませんが、会計士・税理士として会
計・税務に関する豊富な経験や知見をもとに、
取締役会で積極的にご発言いただき、社外取
締役として業務執行に対する監督等適切な役
割を果たしていただいております。

平成28年6月からは社外取締役として当社経
営に関与しており、監査等委員としての立場か
ら引き続き当社の経営に参画いただくことで、
当社の経営の健全性確保に貢献されることを
期待し、同氏を監査等委員である社外取締役
に選任いたしました。

同氏と当社との間には特別な利害関係はない
ため、一般株主と利益相反が生ずることはない
と判断し、独立役員として指定いたしました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締

役及び使用人の有無
なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員会の職務の補助は、業務管理部が行っております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員会と、会計監査人においては、四半期に1 回開催されるミーティングにおいての業務報告の他、必要に応じて情報交換を行い、密接

な連携を保ち、相互の連携を深めております。

　監査等委員会と内部監査部門においては、業務管理部が内部監査及び内部統制に関わる体制整備を行うとともに、各事業ごとに監査部門を設
置し、内部監査を実施しております。その結果については、監査等委員である取締役とも共有し、不備事項の改善に役立てております。

　また、毎月の監査等委員会のメンバーに内部監査人を参加させること等により、監査等委員と内部監査人の連携を強化しております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項



―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役（監査等委員を除く）に対して、年度ごとの業績連動インセンティブ制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、その他

該当項目に関する補足説明

ストックオプションは、当社の業績向上のための士気向上を目的として実施したものです。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役及び監査役に支払った報酬（第32期）

取締役　71百万円

監査役　9百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するにあたって、取締役・執行役員報酬に関する内規に基づき、その職務内容等を考慮
し、監査等委員である取締役の意見も踏まえて決定するなど透明性の確保に努めております。取締役・執行役員報酬に関する内規は、他社水準
を踏まえ、優秀な経営人材を確保し、上場企業として持続的な発展に資することを目的とし、必要に応じて更新を行います。

【社外取締役のサポート体制】

　当社におきましては、社外取締役3名全員が監査等委員であり、うち1名が常勤監査等委員である社外取締役としてグループ内の監査に従事し
ております。社外取締役の業務を担保するために、業務管理部がサポートを行うべく連携を密にしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、各事業部門の権限と役割、収益責任を明確化していくとともに、経営企画本部においてグループ全体の経営管理体制を構築しておりま

す。

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）は10名以内、監査等委員である取締役は5名以内とする旨定款に定めております。

　当社の社外取締役は3名であります。当社では、コーポレート・ガバナンス体制の強化のため、社外取締役を選任しております。今後とも当社に

最適なコーポレート・ガバナンスを目指しつつ、当社の社外取締役として最適な人材の確保に努めてまいります。

　当社は取締役会規程を制定して法定の事項はもとより当社の経営に関する重要事項は取締役会決議によって決定しております。

　監査等委員会監査は、監査等委員会が決定した監査計画に基づいて内部監査部門等と連携をとり、組織的な監査を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、社外取締役が過半数で構成される監査等委員会を設置し、取締役の職務執行の監査等を担うとともに取締役会で議決権を有する監査
等委員を取締役会の構成員とすることにより、取締役会の監督機能を強化し、効率的かつ迅速な職務執行と監査、監督体制の強化を図り、コー
ポレート・ガバナンス体制の一層の充実・強化を目的に、2018年6月18日開催の定時株主総会の決議により、監査役会設置会社から監査等委員
会設置会社に移行いたしました。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
個人株主が多いため、より多くの株主が参加できるよう、集中日を避け、土曜日・日曜日

に開催する事を基本方針としております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 株主総会終了後に大阪にて経営説明会を開催しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

5月、11月の決算発表後開催しております。各回約100名が参加して

おります。
あり

IR資料のホームページ掲載
有価証券報告書、決算短信、決算説明会資料、外食月次売上等の近況報告
をはじめ適時開示文を掲載しております。

https://www.watami.co.jp/ir/

IRに関する部署（担当者）の設置 広報部にて行っております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

グループ経営目的において、ステークホルダーの立場の尊重について記載しておりま

す。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

国連で採決されたSDGs（持続可能な開発目標）の達成に向けて、2018年3月、事業活動で
消費する電力を100％再生可能エネルギーで調達することを目標に掲げる企業が参加する
RE100に加盟しました。また、エコファースト企業として業界をリードするよう先進的な目標
を掲げ環境保全活動を推進しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体
制、並びにその運用状況の概要は以下のとおりです。

ⅰ．当社の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　ア．コンプライアンス体制の基礎として、「ワタミグループ憲章」「ワタミグループ社員としての行動基準」を定めており、企業理念の基本姿勢を明　
確にするとともに、その周知徹底を図っています。定期的に実施される各種研修会において、全社員に対して企業理念にする啓蒙教育を実施して
います。

　イ．執行部門から独立した内部監査部門を設置しており、財務報告につき質的重要性及び金額的重要性を鑑みて策定した内部統制の監査計画
に基づき定期監査及び臨時監査を行い、内部統制の有効性の評価を実施しています。

　ウ．当社の取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には直ちに監査等委員に報告す
るものとしており、遅滞無く当社の取締役会において報告するものとしています。

　エ．法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内通報体制として、外部第三者機関窓口である「ワタミヘルプライン」を設けて
おり、社内通報規程に基づきその運用を行っています。

　オ．監査等委員は当社の法令遵守体制及び社内通報体制に問題があると認めるときは、当社の取締役会及びコンプライアンス委員会において
意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができます。

　カ．当社及び当社子会社の事業に係る契約が反社会的勢力の活動を助長したり、運営に資することがないよう、契約書への反社会的勢力の排
除条項の記載等を行い、反社会的勢力を排除するとともに、不当要求に備えて、警察、顧問弁護士等の外部機関と連携しています。

ⅱ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社の取締役の職務執行に係る情報については、情報管理規程、文書管理規程に基づきその保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い
状態で定められた期間、保存・管理しています。

ⅲ．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　ア．当社は、当社の業務施行に係る企業経営に重大な影響を与えるリスクに関して、個々のリスクの領域毎に、当該リスクに関する事項を統括
する担当取締役又は執行役員が、それぞれのリスク管理体制を整えています。また、リスク管理担当部門がリスクの識別、分類、分析、評価につ
いて、定期的に見直しを行い、対応策の実施状況の検証を行っています。

　イ．不測の事態が発生した場合には、当社の社長を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チーム及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザ
リーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整えています。

ⅳ．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　ア．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月1回定時に開催する他、必要に応
じて適宜臨時に開催しています。

　イ．取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細につ
いて定めており、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、平成30年3月23日開催の取締役会において、執行役員の選任
を行いました。

ⅴ．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　ア．当社及び当社子会社（以下「グループ会社」という）における業務の適正を確保するため、グループ会社の各社（以下「グループ各社」という）
全てに適用する「ワタミグループ憲章」「ワタミグループとしての社員行動基準」を定めており、これを基礎として、グループ各社で諸規程を定めてい
ます。

　イ．当社子会社はすべて取締役会設置会社かつ監査役設置会社としており、当社の取締役又は使用人が当社子会社の取締役、監査役に就任
し、当社子会社の業務の適正を監視できる体制としています。

　ウ．グループ各社の経営については、毎月開催される当社の取締役会でグループ各社の取締役から、グループ各社の取締役の職務執行状況、
財務状況その他の重要情報について定期的に報告しており、当社の取締役会は、グループ各社の取締役の業務執行状況の監督を行っていま
す。

　エ．グループ会社において、取締役及び使用人の職務の執行が法令、定款及び社内規程等に違反又はその懸念がある事象を発見した場合に
は、当該発見者は当社の主管部署及び監査等委員に報告する体制としています。グループ各社のリスク管理体制については、当社の主管部署
が総合的に指導及び支援を行っています。

　オ．当社の内部監査担当者は、グループ各社に対する内部監査を定期的に実施し、業務の適正性を監査しています。内部監査担当者はその結
果を、適宜、当社の監査等委員及び代表取締役に報告しています。

ⅵ．当社の監査等委員が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの
独立性に関する事項

　ア．監査等委員の職務を補助する使用人について、取締役会は監査等委員と十分協議を行い、必要に応じて当該使用人を任命及び配置してい
ます。

　イ．監査等委員を補助すべき使用人の評価、異動等については監査等委員に意見を求め、その意見を尊重する体制を整えています。

ⅶ．グループ各社の取締役及び使用人並びに当社子会社の監査役が当社の監査等委員に報告をするための体制その他の監査等委員又は当
社子会社の監査役への報告に関する体制

　ア．監査等委員は、当社の取締役会及びコンプライアンス委員会等の重要な会議に出席し、グループ各社の取締役及び使用人並びに当社子会
社の監査役から職務の執行状況や会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項等について報告を受けています。

　イ．グループ各社の取締役若しくは使用人、又は当社子会社の監査役は、当社の取締役会に付議する重要な事項、その他重要な決定事項、重
要な会計方針・会計基準及びその変更、内部監査の実施状況等を監査等委員に報告しています。

　ウ．グループ各社の取締役及び使用人並びに当社子会社の監査役は、当社の監査等委員から業務執行に関する報告を求められたときは、迅
速かつ的確に対応しています。

　エ．ワタミヘルプラインの通報状況について、当社の主管部署は監査等委員が出席するコンプライアンス委員会で報告を行っています。

　オ．本項ア及びエの報告・通報をした者に対して、報告・通報をしたことを理由とする不利な取扱いをすることを、内部通報規程及び就業規則等
により禁止しており、ワタミヘルプラインでこれを監視しています。



ⅷ．当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員は、職務の執行に必要な費用又は債務の処理について請求することができ、当社は当該請求に基づき支払いを行っています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１）　反社会的勢力排除に向けた体制

当社グループは、公共の秩序や安全を脅かす反社会的勢力・団体からの不当な要求等を一切排除する。グループ内において反社会的勢力との

関係遮断を周知徹底するとともに、平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には速やかに担当部署へ報告・相談し、関

係行政機関や法律専門家と緊密に連携して適切に対処する体制を構築している。

２）　反社会的勢力排除に向けた体制の運用状況の概要

お取引先様の契約書等に反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むとともに、反社会的勢力の情報を収集する取り組みを継続的に実施してお

ります。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

<適時開示体制に係る社内体制について>

　当社では、常に投資家の視点に立った迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を適切に行うため、適時開示に該当すると想定される重要な会社

情報に関しては、当該情報の管轄部門から適宜、代表取締役及び情報開示責任者である取締役（経営企画本部管掌）に報告され、開示の要否を
決定する体制を構築しております。

　また、当社の役職員は、内部情報管理規定に基づき、業務上知り得た内部情報を厳重に管理し、漏洩の防止に努めております。

開示については、取締役（経営企画本部管掌）及び経営管理部門、業務管理部門、広報部門の各責任者と当該情報の管轄部門の責任者におい
て、開示時期、開示内容等の適時開示に必要な決定を迅速に行い、速やかに東京証券取引所の適時開示情報システム（T Dnet）により開示資料

を提出するとともに、開示資料が公衆の縦覧に供された後は速やかに当社のホームページで閲覧できるようにしています。

　なお、重要事実ではなくとも投資家の判断に影響を及ぼす可能性のある情報については、主幹事証券会社、監査法人、弁護士等のアドバイスを

得て情報開示の判断を行っております。



■コーポレート・ガバナンス体制図
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